
 

 

電波監理審議会（第１００８回）議事要旨 
 

１ 日 時 

  平成２６年７月９日（水）１５：１４～１７：２２ 

 

２ 場 所 

  総務省会議室（１０階１００２会議室） 

 

３ 出席者（敬称略） 

(1) 電波監理審議会委員 

前田 忠昭（会長）、原島 博（会長代理）、松﨑 陽子、山本 隆司、村田 珠美 

(2) 審理官 

雨宮 明、榮 春彦 

(3) 幹事 

夏賀 邦明（総合通信基盤局総務課課長補佐） 

(4) 総務省 

吉良総合通信基盤局長、福岡情報流通行政局長、南大臣官房審議官 他 

 

４ 議 事 模 様 

(1) 電波法施行規則及び無線設備規則の一部を改正する省令案について    （諮問第２０号） 

(2) 周波数割当計画の一部を変更する告示案について            （諮問第２１号） 

  両件は、関連する事案であったため、一括して審議を行った。 

  審議の結果、諮問のとおり改正及び変更することは適当との答申をした。 

【内容】 

ア 小電力セキュリティシステムの高度化及び新たな体内植込型医療用データ伝送システムの

導入のため、関係省令の一部改正を行うもの。 

イ 新たな体内植込型医療用データ伝送システムが導入可能となるよう、周波数割当計画の一部

を変更するもの。 

 

(3) 電波法施行規則等の一部を改正する省令案について           （諮問第２２号） 

  審議の結果、諮問のとおり改正することは適当との答申をした。 

 【内容】 
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  フェムトセル基地局等の屋内等に設置される小型の基地局以外の携帯電話基地局等を包括免許

の対象とするため、関係省令の一部改正を行うもの。 

 

(4) 電波法施行規則の一部を改正する省令案について            （諮問第２３号） 

  審議の結果、諮問のとおり改正することは適当との答申をした。 

 【内容】 

  電波利用料の見直しに係る電波法の一部改正に伴い、電波法第１０３条の２第７項ただし書に

規定する基準無線局数を定めるもの。 

 

(5) 指定較正機関の指定について                     （諮問第２４号） 

  審議の結果、諮問のとおり指定することは適当との答申をした。 

 【内容】 

  指定較正機関の指定を受けているアジレント・テクノロジー株式会社の事業分割に伴い、その

電子計測サービス事業を承継するキーサイト・テクノロジー合同会社を電波法第１０２条の１８

第１項の規定に基づいて指定較正機関として指定するもの。 

 

(6) 日本放送協会の放送に係る地デジ難視聴地域において衛星テレビ放送受信設備の整備を支援す

る業務の認可について                         （諮問第２５号） 

  審議の結果、諮問のとおり認可することは適当との答申をした。 

 【内容】 

  日本放送協会が、地デジ難視聴地域において衛星テレビ放送受信設備の整備を支援できるよう、

認可を行うもの。 

 

(7) 地上デジタルテレビ放送の難視聴地域における共同受信施設等への経費助成業務の認可につい

て                                  （諮問第２６号） 

(8) 日本放送協会の共同受信施設等が不要となる場合の代替手段への移行円滑化助成業務の認可に

ついて                                （諮問第２７号） 

  両件は、関連する事案であったため、一括して審議を行った。 

  審議の結果、諮問のとおり認可することは適当との答申をした。 

 【内容】 

  ア 日本放送協会が、地上デジタルテレビ放送の難視聴地域における共同受信施設等への経費

助成業務（平成２２年３月総務大臣認可）について、助成対象を拡大できるよう、変更の認

可を行うもの。 
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  イ 日本放送協会の共同受信施設等が不要となる場合の代替手段への移行円滑化助成業務（平

成２２年３月総務大臣認可）について、助成対象を拡大できるよう、変更の認可を行うもの。 

 

(9) その他 

  日本放送協会平成２５年度決算の概要について、「電波政策ビジョン懇談会中間とりまとめ

（案）」について及び電波法施行規則等の一部を改正する省令案（諮問第１５号関連）について、

総務省から報告があった。 

 

 

（文責：電波監理審議会事務局） 
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